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はじめに 
 
再生可能エネルギーは、地球温暖化対策、エネルギーセキュリティの向上、さらには環境関連

産業育成の観点から、その導入拡大が重要な政策課題となっている。再生可能エネルギーの大

幅な導入拡大を図るための政策の柱として、固定価格買取制度（一定の条件を満たす再生可能

エネルギー由来の電気を、電気事業者が一定の価格で一定期間買い取ることを義務づけ、あわ

せて、買取費用の回収に関する仕組みを整備することで再生可能エネルギーの導入拡大を目

指す制度）が位置付けられている。 
平成２１年１１月には、非事業用の太陽光発電を対象として、電気事業者が一定の価格・期

間・条件で余剰電力を買い取る「太陽光発電の余剰電力買取制度」（現行制度）が開始された。

さらに、経済産業省に設置された「再生可能エネルギーの全量買取に関するプロジェクトチーム

（全量買取ＰＴ）」においては、現行制度を踏まえつつ、新たに、全量買取制度を導入するための

検討が進められ、次世代送配電ネットワーク研究会において、再生可能エネルギーの大量導入

を受け入れる次世代送配電ネットワークの構築のため、系統安定化に係る技術的課題の整理

や系統安定化対策コストの試算等の検討が行われ、その結果が公表されるとともに、全量買取

ＰＴに報告がなされた。そして、平成２２年７月には、全量買取制度の基本的な考え方（制度の大

枠）が取りまとめられた。制度の大枠では、全量買取制度の設計に当たっては、「再生可能エネ

ルギーの導入拡大」、「国民負担」、「系統安定化対策」の３つのバランスが極めて重要であり、

国民負担をできる限り抑えつつ、最大限に導入効果を高めることが基本方針とされている。 
また、平成２２年６月に閣議決定された政府の成長戦略においても、再生可能エネルギーの

普及拡大のために全量買取制度を導入することとされており、現在国会に上程されている「地球

温暖化対策基本法案」においても、政府が再生可能エネルギーの全量買取制度の創設に係る

施策を講ずる旨が規定されているところである。 
全量買取制度の導入に関しては、いかなるオプションを採用するにしても、再生可能エネルギ

ー拡大に対応した系統ルール、系統安定化に必要な送配電システムの具体的内容など、電気

事業法に基づく諸制度とも密接に関連する技術的事項について、詳細な検討が不可欠である。 
このような状況を踏まえ、本ワーキンググループ（以下、「本ＷＧ」という。）では、再生可能エネ

ルギー拡大に対応した系統ルール、系統安定化に必要な次世代の送配電システムの具体的内

容、双方向通信により目指す機能など再生可能エネルギー電源の導入円滑化と再生可能エネ

ルギー電源を含めた送配電システムの構築について、「制度の大枠」で示された基本的な考え

方を踏まえつつ、専門的、技術的見地から検討を行った。 
本報告書は、具体的な検討項目ごとに、本ＷＧにおける検討結果を取りまとめたものである。

本ＷＧで検討した課題は、「再生可能エネルギーの導入拡大」、「国民負担」、「系統安定化対策」

の３つのバランスを実現する次世代送配電システムの整備といった側面もあることから、こうした

点を踏まえつつ、その対応がスピード感を持って着実に行われることが期待される。 
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第１章．再生可能エネルギー電源の導入円滑化について 
 
１．我が国における再生可能エネルギー電源の導入状況と系統ルールについて 
 
（１）我が国における再生可能エネルギー電源の導入状況について 

現在、我が国における再生可能エネルギー電源の導入状況は、太陽光発電２６３万ｋＷ1、

風力発電２１９万ｋＷ2

 

等となっている。平成２２年６月に閣議決定されたエネルギー基本計画

においては、２０２０年までに一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合が１

０％に達することを目指しており、再生可能エネルギー電源の導入拡大に向けて固定価格買

取制度（以下、「買取制度」という。）の導入等が検討されている。これにあわせて、再生可能

エネルギー電源の系統への導入円滑化を図っていくことが重要である。 

（２）我が国における系統ルールの現状について 
現行の我が国における系統ルールは、電力品質確保に関する事項についての「電力品質

確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」（資源エネルギー庁通達）（以下、「ガイドライン」と

いう。） や保安に関する事項についての「電気設備の技術基準の解釈」（電力安全課通達）、

一般電気事業者が定める「系統連系技術要件」等がある。また、一般社団法人 電力系統利

用協議会（以下、「ＥＳＣＪ3

これらのルールは、電力の安定供給を大前提とした上で、公平な競争環境を確保するため、

事業者や電源の種別によらず、系統への接続や給電等について公平に扱われている。 

」という。）が策定する送配電設備の設備形成、系統アクセス、系統

運用及び情報公表等のルールがある。 

 
＜我が国における系統ルールの全体像＞ 

 

 

                                            
1 ２００９年実績、ＩＥＡ”Ｔｒｅｎｄｓ ｉｎ Ｐｈｏｔｏｖｏｌｔａｉｃ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ” 
2 ２００９年実績、ＮＥＤＯ調査 
3 Electric power System Council of Japan 
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①系統ルールの策定・運用主体について 
ＥＳＣＪは、系統を利用する事業者の公正な競争を確保する観点から、電力系統にかかわる

設備形成、系統アクセス、系統運用等の業務の支援を目的として２００４年に設立された団体

である。ＥＳＣＪは電気事業法第９３条に基づき経済産業大臣より送配電等業務支援機関とし

て指定を受けている。 
ＥＳＣＪにおいては、系統利用の公平性・透明性を確保するために、一般電気事業者、特定

規模電気事業者、卸電気事業者・自家用発電設備設置者等、及び中立者から成るルール策

定委員会でルールが策定されている。 
 

＜ＥＳＣＪルールの策定のプロセスについて＞ 

 
ＥＳＣＪでは、同ルールに基づいて、中立者（法律・経済・電気工学の専門家）のみで構成さ

れるルール監視委員会において紛争の処理が行われている。なお、ＥＳＣＪにおいては、紛争

の解決が公平・中立に行われるようルール策定者と紛争の解決を行う者とが分けられており、

それぞれのガバナンスが確保されている。 
＜ＥＳＣＪにおける紛争処理の流れ＞ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
   



5 
 

 
②我が国における系統への接続ルールについて 

我が国における系統への接続に関するルールとしては、ガイドラインや電気設備の技術基

準の解釈、一般電気事業者が定める「系統連系技術要件」等がある。また、これらのルールに

基づいて、ＥＳＣＪにおいては、系統利用の公平性・透明性を確保する観点から、系統アクセス

ルールが策定されている。 
 
③我が国における系統運用（給電）ルールについて 
ＥＳＣＪにおいては、系統運用ルールとして、１）平常時の運用、２）軽負荷時等の運用、３）

異常時の運用の考え方等について規定している。一般電気事業者は、電力品質の維持、電

力の安定供給及び保安の確保を目的として、管内の系統への接続者への発電機出力の増

加・抑制、遮断等も含めた給電指令を発令することができる。需給（周波数）調整に関する考

え方は、以下のとおり。 
 

1）平常時の需給調整の考え方  
電力需要の動向にあわせて一般電気事業者が調達した火力や揚水等の発電機出力の

増加や抑制・停止を行い、需給バランスを確保する。  
 
2）軽負荷時等の需給調整（出力抑制等の給電指令を行う順番）の考え方  

軽負荷時や豊水時においては、長期固定電源（原子力、水力（除く揚水式）及び地熱）の

発電出力抑制を回避することを目的に、一般電気事業者は必要な措置を行う。その場合

の順序は、 
・一般電気事業者が調達した発電機の出力抑制及び一般電気事業者が調達した揚水式

発電所の揚水運転の調整を行い、  
・取引所取引や広域相互協力融通を活用し、 それでも、長期固定電源の発電出力抑制を

回避出来ない場合に、  
・特定規模電気事業者の用に供する発電者の発電機出力抑制を行う。  
 
＜軽負荷時等における出力抑制等の給電指令の順番＞ 

 
3）異常時の需給（周波数）調整（出力抑制等の給電指令を行う順番）の考え方  

異常時に需給調整を行う際、一般電気事業者は、主に周波数調整力のある火力や揚

水等を活用して周波数の調整に必要なあらゆる発電機に対して、出力の増加又は抑制・

停止を行う。なお、出力調整の指令は、一般電気事業者が調達した発電機に対してまず実

施するが、それでも適正な周波数の維持が困難な状態が継続する場合等には、供給区域

内にある特定規模電気事業者等が調達した発電機に対して出力調整を指令する。 
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２．再生可能エネルギー電源の導入円滑化に向けた課題と検討の方向性について 
 
１．で述べたように、現行の我が国における系統ルールは、公平な競争環境を確保するため、

事業者・電源の別によらず、系統への接続や給電等について公平に扱っている。 
一方で、欧州では、再生可能エネルギー電源の導入の円滑化を図るため、ＥＵ再生可能エネ

ルギー利用促進指令（以下、「ＥＵ再エネ指令」という。）において、再生可能エネルギー電源の

系統への接続に当たり優先性を持たせる「優先接続」及び優先的に給電させる「優先給電」、優

先アクセス・アクセス保証を規定し、現在、欧州各国でＥＵ再エネ指令に基づき優先規定の導入

が検討されている。なお、優先給電及び優先アクセス・アクセス保証は、ＥＵ再エネ指令の中で

「強制ルール」として規定されている一方、優先接続は各国の判断に任せた「任意ルール」となっ

ている 4

我が国においても、再生可能エネルギー電源の導入円滑化を図るため、欧州の例に倣い、再

生可能エネルギー電源にどのような形で優位性を持たせるのか、また、それに伴う費用負担や

技術的課題についてどのように対応するのか等について検討することが必要である。なお、欧州

の再生可能エネルギー電源に係る優先規定のうち、優先アクセス・アクセス保証については買

取制度の導入により対応

。 

5

本ＷＧでは、我が国における再生可能エネルギー電源の導入円滑化に向け、系統への接続

や給電、苦情・紛争処理のあり方について検討を行った。 

することとなるため、「優先接続」や「優先給電」についての検討が特

に必要である。また、買取制度の導入により、再生可能エネルギー電源が新たに数多く系統へ

接続されることとなるため、苦情・紛争処理のあり方や現行の送配電等業務支援機関の機能強

化についても検討することが必要である。 

 
＜検討の方向性＞ 
 
 
 

 
 
 

  

                                            
4 優先給電が強制ルールで、優先接続が任意ルールである理由は、優先接続は各国の電源構成に大きく関

係し、仮に優先接続を強制ルールとしてしまうと、各国が国情に合って決定すべき電源構成に干渉することに

なるため、早期の段階より、優先接続は任意ルールにしようという合意があったもの。一方、優先給電は再生

可能エネルギー事業者の給電は従来電源に比べて優先するという合意があったために、強制ルールとなって

いる。 
5 買取制度の詳細については、買取制度小委員会等において検討が行われている。 
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＜ＥＵ再エネ指令での優先規定＞ 

 
＜ＥＵ再エネ指令における優先接続及び優先給電＞ 

 
＜各国における再生可能エネルギーの優先規定の導入状況＞ 
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（１）再生可能エネルギー電源の系統への接続 
 

再生可能エネルギー電源の大量導入に伴う系統への接続の円滑化を図るため、系統への

接続申し込みに関して再生可能エネルギー電源に他の電源よりも優先性を持たせるべきかや、

接続費用の負担のあり方について検討を行った。 
あわせて、太陽光発電の導入拡大の初期段階から系統事故等へ適切に対応するため、不

要解列防止や単独運転防止機能を有するＰＣＳの設置について検討を行った。また、自然条

件により出力が変動する再生可能エネルギー電源の接続要件において、現在±１～２％以内

としている特別高圧の電圧変動要件を見直すべきかについても検討を行った。 
 
①再生可能エネルギー電源の接続・変更等 
欧州等における再生可能エネルギー電源の系統への優先的な接続について調査した結果、

優先接続を規定しているのは、ドイツ及びスペインのみであった。 
ドイツでは、再生可能エネルギー法（ＥＥＧ）第５条に基づき、再生可能エネルギー電源の系

統接続の申込みがあった場合は、原則として、すべて接続される。この場合、系統増強費用

は原則、系統運用者の負担になるが、ＥＥＧ法では「系統運用者は、経済的に不合理な場合

は系統増強の責務を負わない」という条項を設定している。 
一方、スペインでは、政令RD661/2007及び附則11に基づき、再生可能エネルギー電源は

従来電源に優先して系統に接続することができ、「同時 6

以上のように、ドイツ及びスペインにおける再生可能エネルギー電源の優先接続は、既存

の電源を系統から排除してまで行うものではない。後から入ってきた電源が、既存の電源や先

に接続申し込みがされている電源を排除することになれば、安定供給上必要な電源まで排除

され得るだけでなく、当該事業者の事業計画等は不安定化されるおそれがある。事業者の事

業に対する予見性の確保の観点から、現状どおり、事業者・電源の別によらず公平に扱うこと

が適当である。 

」に接続契約の手続き段階にあり、か

つ接続される変電所容量に限界がある場合、再生可能エネルギー電源が優先される。 

したがって、既存の電源を排除せずに再生可能エネルギー電源の接続を円滑化する仕組

みを構築することが必要である。すなわち、買取制度の導入に伴い系統への接続は正当な理

由がない限り拒否できないが、系統増強が必要な場合には、透明な手続きで対策の内容と費

用負担に合意し、系統増強費用を発電事業者が負担する場合においては、系統増強対策を

一般電気事業者が実施する仕組みを構築することが必要である（②参照）。 
 
 
 
 
 
 

                                            
6 「同時」に接続を希望する電源間において、「再生可能エネルギーが優先される」ケースは、ＲＥＥが審査を

行い、接続許可を出してから実際に接続契約を締結するまでの期間（原則１か月以内）において従来電源と競

合する場合。 
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＜ドイツの優先接続に関する状況＞ 

ドイツでは、再生可能エネルギー法（ＥＥＧ）第５条に基づき、再生可能エネルギー電源は

従来電源に優先して系統に接続される。 （接続の申込みがあった場合は、原則として、す

べて接続）。 
この場合の系統増強費用は原則、系統運用者の負担となるが、ＥＥＧ第９条第２節では「系

統運用者は、経済的に不合理な場合は系統増強の責務を負わない」という規定が設けられ

ている。 
2004 年ＥＥＧの第一草案において、「系統増強費用が発電設備建設費の２５％を超える

場合」と記載されていたこともあり、法的な拘束力はないものの、「経済的に不合理な場合」

を判断する上での基準の目安となっている。 

 
 
＜スペインの優先接続に関する状況＞ 

政令 RD 661/2007 及び附則 11 に基づき、再生可能エネルギー電源は従来電源に優先

して系統に接続される。 
再生可能エネルギー電源と従来電源が「同時」に接続契約の手続段階にあり、かつ接続

される変電所容量に限界がある場合、再生可能エネルギーが優先される。 

 
 
 

系統増強の費用負担に関するコメント

Clearingstelle EEG：ドイツ再生可能エネルギー法（EEG）に関する苦情・紛争処理機関
RWE：ドイツのTSO（送電系統運用者）

• BMU（環境省）・Clearingstelle EEG

 「経済的に不合理」な基準としての25％は、2004年再生可能エネルギー法の第一草案の理
由付けに記載があったが、2004年及び2009年EEGには記載されていない。

 25%というのは、法律で決められたものではなく、法律を可決する際の理由づけとして用い
られた数字である。従って、法律的な拘束力はない。

 今のところ本規定（経済的に不合理）を理由に再生可能エネルギーの系統への接続を拒否
した事例はないが、ドイツには小規模な配電系統運用者（DSO）も多いため、将来的に「経済
的に不合理」を理由として系統への接続拒否する事案が発生することも想定され得る。

• RWE（送電系統運用者（TSO））

 経済的により合理的な地点への連系を提案することはあるが、系統増強費用を理由に連系
を拒否することはない。仮に連系を拒否したら、新聞に取りあげられてしまう。
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②再生可能エネルギー電源の接続費用 
このような欧州における再生可能エネルギー電源の系統への接続ルール等を背景とし

て、次世代送配電システム制度検討会ＷＧ２において、再生可能エネルギー電源の接続費

用の負担について検討が行われ、以下のとおり整理が行われた。なお、電気事業分科会制

度環境小委員会「中間取りまとめ」においても報告されている。 
 

＜再生可能エネルギー電源の接続費用＞ 

 現行の費用負担ルール 見直しの方向性 

電源線敷

設費用 

・発電事業者負担 ・発電事業者負担 

・系統連系技術要件ガイドライン等を踏まえ、一般電気事業者が

電圧調整装置の設置等を求める場合、具体的な対策の適切性や

費用負担の妥当性については、一義的な挙証責任を一般電気事

業者側が負う 

系統増 

強費用 

・発電事業者負担 ・発電事業者負担 

・発電事業者が費用を負担する場合には、一般電気事業者は、原

則として、系統増強を行う。 

・系統増強に係る具体的な対策内容の妥当性や対策費用の適切

性について一般電気事業者が適切な説明を行い、仮に、当事者

間で合意できない場合には、中立的な第三者機関における紛争

処理プロセスに委ねることとし、その際の一義的な挙証責任は、一

般電気事業者側が負う 
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＜電源線敷設に係る費用負担ルールについて＞ 
電源線に係る費用負担については、従来から原因者が特定出来るものとして特定負担

（発電事業者負担）として整理されてきた。これを一般負担（電気料金で広く需要家から回

収）とする場合、発電事業者のみが利用する送電線を社会全体で支えることとなる上、全体

として高コストな電源立地に過剰なインセンティブが付与され、結果的に社会的費用の増大

を招くおそれがある。他方、特定負担であれば、全量買取制度の下で、電源線費用を含めた

コストがより低い地域から、順次、発電設備が設置されると考えられる。したがって、電源線

敷設に係る費用負担については引き続き、特定負担とすることが適当である。 
ただし、系統連系ガイドライン等を踏まえ、一般電気事業者が電圧調整装置の設置等を

求める場合、具体的な対策の適切性や費用負担の妥当性については、一義的な挙証責任

を一般電気事業者側が負うことが適当である。 
（イメージ） 

 
 
電源線費用を一般負担とする場合、以上のような場合には、風力発電施設の設置費用自

体は相対的に低い（風況等の条件が良い）立地だが、電源線費用が高く、全体の費用が相

対的に高い地点での開発の方が有利になる。この結果、全体としてみれば社会的費用の増

大を招くおそれがある。 
 
＜系統増強に係る費用負担ルールについて＞ 

系統増強に係る費用負担については、 
（ａ）市場原理に基づき、系統増強費用を含めた最終的な需要家負担が低い地点から発電    

設備の立地が進むという点で費用対効果に優れること 
（ｂ）系統増強が必要無い発電施設との公平な競争条件が確保されること 
などから、発電事業者（設置者）の負担とするが、発電事業者が費用を負担する場合に

は、一般電気事業者は、原則として、系統増強を行うものとすることが適当である。 
また、系統増強に係る具体的な対策内容の妥当性や対策費用の適切性について一般電

気事業者が適切な説明を行い、仮に、当事者間で合意できない場合には、中立的な第三

者機関における紛争処理プロセスに委ねることとし、その際の一義的な挙証責任は、一般

電気事業者側が負うこととするのが適当である。 
一方、風力発電等の適地に計画的かつ効率的な設置が順調に進まないといった状況が

生ずる場合、政策的に必要であれば、一定の区域において戦略的な支援策を講ずることも

一案である。 
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 ＜各国の系統連系に係る費用負担の扱い＞ 

欧州各国の電源線については、一部の洋上風力を除いてすべて発電事業者の負担とな

っている。また、系統増強費用については、フランス、ドイツは系統運用者の負担、イギリ

ス、スペインは原則として発電事業者の負担となっている。 

 
 
③接続に関するその他の課題 
ａ）ＰＣＳへのＦＲＴ機能の具備 
再生可能エネルギー電源の大量導入に向け、ＦＲＴ機能 7

 

の具備の要件化と、当該機器

の認証ルールの整備が必要である。現在、ＦＲＴ機能の具備の要件化については、日本電

気技術規格委員会（ＪＥＳＣ）にて審議が行われており、できるだけ早期の認証ルールの整

備が期待される（太陽光発電（低圧）は平成２３年７月、太陽光発電（高圧・特別高圧）及び

風力発電（低圧・高圧・特別高圧）は、平成２４年２月に制定される予定）。 

ｂ）ＰＣＳへの単独運転防止機能（新方式）の具備 
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」という）の実証研究 8におい

て、住宅用太陽光発電システムの新方式の単独運転防止装置 9

                                            
7 瞬間的な電圧低下や周波数変動等の乱れに対して、系統から解列せずに運転を継続し、系統の安定化を

確保する機能。 

が開発された。単独運転

防止機能の具備については、ガイドライン等にて要件化されているものの、上記機器の認

8 集中連系型太陽光発電システム実証試験。 
9 単独運転状態を検出するために新たに能動的方式の検出機能及び能動的方式による PCS の相互干渉防

止機能を追加。 

＜各国の系統連系に係る費用負担＞

項目

ドイツ フランス 英国 スペイン

系
統
増
強

6～15万Ｖ

程度

DSO負担 TSO負担 増強費用のうち発電事業
者の起因分を当該事業者
に負担割当、残りは配電
系統運用者（DSO)負担

発電事業者負担

5万Ｖ程度

以下

DSO負担

電
源
線

6～15万Ｖ

程度

発電事業者負担 発電事業者負担 発電事業者負担 発電事業者負担

5万Ｖ程度

以下

発電事業者 60%負担

DSO 40%負担（※）

経済的に不合理な
方法での連系は行
わない

洋上風力の沖合変
電所から陸上の送
電線との連系地点
まではTSO負担

※ フランスの配電系統への連系のうち電源線については、風力・太陽光の導入増に伴いDSOの負担が重くなったため、発電事業者の100％負
担とすることが検討されている。

・再生可能エネルギー電源の系統への接続が想定される電圧階級は15万V以下。
・系統運用者の負担分は、最終的に一般需要家の電気料金に転嫁
・電圧調整装置や自動解列装置のような付加的機器の費用は原則発電事業者負担

洋上風力の沖合変
電所から陸上の送
電線との連系地点
まではTSO負担

出所：第６回次世代送配電システム制度検討会WG１資料より作成
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証ルールは未整備のため、再生可能エネルギー電源の大量導入に向け、当該機器の認証

ルールの整備が必要である。  
現在、（財）電気安全環境研究所（ＪＥＴ）にて、本機能を搭載したＰＣＳの認証開始に向け

て準備が行われており、できるだけ早期の認証ルールの整備が期待される（平成２３年度

予定）。 
また、小型風力発電のＰＣＳ機器についても、認証ルールの整備が必要である。平成２３

年度にＮＥＤＯで実施される実証試験 10

 

を踏まえ、（財）電気安全環境研究所において認証

方法が開発されることが期待される（平成２５年度目処）。 

ｃ）電圧変動要件の見直し 
買取制度の導入により自然条件により出力が変動する再生可能エネルギー電源の導入

量は増加するものと考えられるが、現在±１～２％以内とされている特別高圧の電圧変動

要件を緩和することは、系統に接続された再生可能エネルギー電源の近傍の需要家への

影響が大きいため（需要家は現状の電力品質を前提に設備を所有・運転）、適当ではない。

従って、個別の再生可能エネルギー電源の系統への接続審査において、電圧変動幅が制

限値を超える場合には、電圧調整装置（ＳＶＣ等）の設置に限らず、風力発電機の出力制御

や連系台数の調整等を含め、再生可能エネルギー事業者に過剰な負担にならないよう様々

な対策方法の中から適切なものを一般電気事業者と再生可能エネルギー事業者との協議

により決定することが適当である（なお、対策の妥当性について、当事者間で合意できない

場合には、ＥＳＣＪの紛争処理プロセスに委ねることが適当である）。 
 
（２）再生可能エネルギー電源の優先的な給電 
 

我が国における再生可能エネルギー電源の導入円滑化を図るためには、欧州における再

生可能エネルギー電源の優先給電の考え方を踏まえ、今後、再生可能エネルギー電源につ

いては優先給電を行っていくことが適当と考えられることから、我が国における優先的な給電

や再生可能エネルギー電源の出力抑制の考え方等について検討を行った。 
 

①優先的な給電の基本的な考え方 
今後、再生可能エネルギー電源については優先給電を行っていくこととなるが、再生可能エ

ネルギー電源の優先給電運用が行われることとなっても、1）軽負荷時に給電ルールに基づき

回避措置を講じてもなお出力抑制が必要となる場合、2）将来的に太陽光発電等が大量導入

された場合に余剰電力の発生が避けられない場合においては、余剰電力対策が必要となる。 
再生可能エネルギー電源の大量導入に伴う余剰電力対策としては、蓄電池の設置や料金

等の活用による需要創出・シフト、軽負荷期における出力抑制が考えられる。このうち、蓄電

池の設置については、将来の蓄電池コストの見通しに照らすと、大幅なコストダウンがなけれ

ば、対策コスト（国民負担）が高くなると見込まれる。次に、料金等の活用による需要創出・シ

フトについては、例えば、余剰電力の発生時の料金を割安に設定する等といった方策が考え

                                            
10 次世代風力発電技術研究開発事業。平成２３年度より２年間を予定。 
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られる。ただし、単独では余剰電力対策としての確実性に課題があることから、料金面での意

義・効果を含めた検討を行うとともに、系統運用上必要な場合には再生可能エネルギー電源

の出力抑制を行うことを選択肢とし、その具体的なルールについて検討しておくことが必要で

ある。 
 

＜余剰電力のイメージ図（太陽光発電の大量導入時における需給バランス）＞ 

 
②料金等の活用による需要創出・シフトについて 
電気事業分科会制度環境小委員会において、料金等の活用による需要創出・シフトについ

て検討が行われ、以下のとおり整理が行われた。 
再生可能エネルギー電源の導入拡大により、余剰電力が発生するようなケースにおいては、

割安な料金設定等により需要の創出やシフトの可能性があることから、米国等において議論

されている柔軟かつきめ細やかな料金メニューも参考としつつ、実効性や需要家の受容性、

各種実証等も踏まえ、今後、料金のあり方についての検討を深めていくことが必要である。 
 

＜現在検討・導入されている柔軟な料金体系（ダイナミックプライシング）の例＞ 
※①～③は事前通知型 

 
 
③再生可能エネルギー電源の出力抑制の考え方 
（ａ）対象となり得る再生可能エネルギー電源 

出力抑制を行う可能性のある再生可能エネルギー電源としては、制御の容易性、需給バラ

ンスの確保や電力系統安定化への影響を考慮し、当面は一定規模以上 11

                                            
11 例えば、５００ｋW以上。なお、我が国の電気事業法第27条（電気の使用制限等）においては、電気の需給

の調整を行わなければ電気の供給の不足が想定される場合に、政令により５００ｋＷ以上の受電電力の容量

をもって電気を使用する者等が需給調整の対象として規定されている。なお、ドイツでは、１００ｋＷ以上の再生

可能エネルギー電源に対して、出力抑制機能を具備することが求められている。 

の再生可能エネル
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ギー電源を対象とし、系統運用者たる一般電気事業者からの連絡により出力抑制を行うこと

が適当である。 
なお、一定規模未満の再生可能エネルギー電源については、当面は出力抑制の対象とせ

ず、将来的に一定規模以上の再生可能エネルギー電源の出力抑制のみでは系統運用に支

障を来すおそれが生じた場合に、出力抑制を行うことが適当である。 
一定規模に関する具体的な水準については、速やかに系統運用への影響や実効性等を

総合的に考慮して検討し、適切に周知することが適当である。 
 
（ｂ）出力抑制のタイミング 

出力抑制を行うタイミングについては、当日の需給状況を踏まえきめ細やかに行う方法、前

日段階（翌日需給運用計画が確定する）までに決定する方法、事前にカレンダー機能により

抑制日を指定する方法等が考えられる。また、電力の安定供給の維持のためには、需給変

動（天候による再生可能エネルギー電源の出力変動を含む）に確実に追従できる火力発電や

揚水発電による調整力の確保が必要である。 
余剰電力の発生が想定される場合、火力発電等の調整用電源の準備や再生可能エネル

ギー電源の発電事業者側における出力抑制に対する対応の時間等を考慮し、前日段階まで

に、再生可能エネルギー電源の出力抑制の要否についての判断が必要となる。 
なお、住宅用太陽光発電については、現状は通信を介した出力抑制は不可能であり、今後

１０年程度はカレンダー機能を具備したＰＣＳによる出力抑制により対応することとなるが、住

宅用太陽光発電の設置者の出力抑制量を可能な限り減らすことが重要であるため、カレンダ

ー情報の書き換え（前日運用）に向けた取組を検討する必要がある。更に、メガソーラーや風

力発電のよりきめ細かなタイミングでの出力制御の可能性についても検討していくことが必要

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④一定規模以上の再生可能エネルギー電源の出力抑制 
 現行のＥＳＣＪルールでは、軽負荷期等における供給力余剰時には、1）一般電気事業者が

調達した発電機の出力抑制、2）取引所取引の活用、3)広域相互協力融通の活用、4)ＰＰＳが
調達した発電機の出力抑制、5)長期固定電源の出力抑制の順に措置を講じることとしてい

る。 
 一般電気事業者や特定規模電気事業者の電力の安定供給に与える影響等の観点も踏まえ、

優先給電の対象となる再生可能エネルギー電源の出力抑制について検討を行った結果、安

定供給に支障を及ぼさない範囲で、欧州と同様に、太陽光発電や風力発電（以下、「自然変

前日 

9:30 

前日 

夕方 

当日 

日の出 

＜基本イメージ＞ 

市場締切 

需給バランス確定 

出力抑制対応完了 

給電連絡 解 列 
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動電源 12」という。）の出力抑制を最後尾に位置づけることが適当である。すなわち、一般電気

事業者は、まず火力発電等の従来電源を出力抑制し、更に可能な範囲で取引所取引を活用

しても供給力の余剰が想定される場合に、一般電気事業者自らが調達した自然変動電源を

出力抑制することとなる。なお、安定供給の確保の観点から、広域相互協力融通 13

 また、ＰＰＳの電源構成は事業者ごとに異なり、一般電気事業者がそれらを考慮して出力抑

制指令を発令することは困難であるため、自然変動電源の優先給電の趣旨を勘案し、ＰＰＳが

自ら出力抑制の対象を選定することが適当である。 

は一般電

気事業者の系統運用の最後の手段として存続することが適当である。 

 
＜今後の再生可能エネルギー電源の抑制順位＞ 

 
 

   
軽負荷期等において系統運用者たる一般電気事業者からの給電連絡等により一定規模以

上の自然変動電源を出力抑制する場合、需給調整の確実性や時間的裕度を持つ必要があり、

リアルタイムでの出力制御は困難であるため、前日計画段階までに出力抑制の実施等を決定

することが適当である。具体的には、原則、翌日需給運用計画の策定が終了した時点（前日

の夕方頃）で自然変動電源の出力抑制の要否を判断する。ただし、その後の急激な需給や出

水の変化等の際に、自然変動電源の出力抑制の発令を妨げるものではない。 
 一般電気事業者が行った自然変動電源の出力抑制については、ＥＳＣＪにおける全国融通

発動後の事後検証に準じて、その技術的根拠等について事後的にＥＳＣＪにおいて確認する

ことが適当である。また、透明性の観点から、ＥＳＣＪによる確認後、欧州でも最も再生可能エ

ネルギー電源の導入に熱心なドイツの事例も参考に、例えばエリア・量・時期などの統計的な

情報を公表することが適当である。 
 
 
 
 

                                            
12 再生可能エネルギー電源の中でも、自然条件により出力が変動する電源、特に太陽光発電や風力発電を

いう。なお、水力発電・地熱発電は長期固定電源に区分され、それ以外は一般電気事業者が調達した発電機

に区分されている。 
13 広域相互協力融通が発動されたのは、直近約５年間（２００６年４月～２０１１年１月末）で１回のみ（２００９

年７月）。 
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＜自然変動電源の出力抑制の事後検証の流れ＞ 
 

 
 
＜ドイツの出力抑制・解列の事例＞ 

ＥＥＧ第１１条に基づく抑制・解列の場合（局地的対策で済む場合）は、再生可能エネルギ

ー発電事業者の要請に応じて、ＥＥＧ第１１条（４）に基づき４週間以内に抑制・解列の必要

性が証明できる理由書を発行する必要がある。理由書は専門知識を有する第三者が事後

検証できるのに十分な内容であることが求められている。 
ＥｎＷＧ第１３条（２）に基づく場合（全系的な対策が必要な場合）は、抑制・解列を実施し

た後、速やかに直接の関係者、及び規制当局に対して、具体的な抑制・解列理由を知らせ

る必要がある。また、その内容は要請に応じて検証される。 
 

 
 
⑤出力抑制における補償について 
次世代送配電システム制度検討会ＷＧ２において、出力抑制における補償について検討が

行われ、以下のとおり整理された。 
出力抑制が行われた場合に経済的な補償がなされるとすれば、発電事業としての採算性、

予測可能性は確保されることになる。ここで、買取費用は、再生可能エネルギー電源により実
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際に発電された電気のために需要家が負担するものであるが、現在の規制体系を前提とする

と、出力抑制の場合には、発電されていない電気のために負担が発生することとなるため、か

かる負担については十分な国民理解を得ることが困難と考えられ、また、太陽光や風力発電

の場合、「出力抑制がなされなければ発電したと考えられる電力量（出力抑制量）」を正確に計

測することは困難である。  
一方、一定の合理的なレベルの出力抑制まではあり得るものの、それ以上の抑制は基本

的にはないことを前提に、発電設備の投資を行うかどうかを決定できる状況であれば、発電事

業者の予測可能性は確保されているといえる。また、必要な出力抑制の適切な実施により電

力ネットワーク全体でみた連系可能容量も増加することが期待できる。 
以上を踏まえ、発電事業者の予測可能性の確保と国民負担とのバランスにかんがみ、(i)買

取制度下で、一般電気事業者が電力需給上の理由から、買取制度の対象となる事業用発電

設備に対する出力抑制を行う場合、当該出力抑制に対する経済的な補償は行わないこととす

るが、(ⅱ)事業者の予測可能性を確保する観点から、あらかじめ、電力需給上の理由から出

力抑制が行われる際の上限値を設定することが適当である。 
出力抑制の受忍限度となる上限値については、たとえば、電力需給上の特異日が１４日ま

たは３０日として、４～８％の間で設定するのが一案であるが、発電事業の予測可能性に与え

る影響や、系統安定化対策全般の考え方を踏まえつつ設定することが適当である。 
その上で、このルールを継続すると、上限値の範囲では対応できないほどの出力抑制が必

要となる場合には、改めて、追加的な対策の検討を行うものとすることが適当である。その場

合でも、それ以降の新規設置分の出力抑制の上限値を変更することとしたり、蓄電池の設置

を行うといった対策を行うことで、既設設備の出力抑制の頻度については上限値以内に抑え

ることは可能と考えられる。 
 
⑥一定規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制 
（ａ）基本的な考え方 
太陽光発電が２０２０年に２，８００万ｋＷ程度導入されることを前提に、次世代送配電ネット

ワーク研究会 14

系統運用者たる一般電気事業者が太陽光発電等の導入ペースにかんがみ、将来的に系

統運用に支障をきたすおそれがある場合

において、技術的実現可能性を基に系統安定化対策コスト等の試算を行った

ところ、太陽光発電システムに出力抑制を行う日をあらかじめ設定したカレンダー機能を具備

することが系統安定化コストやＣＯ２削減効果のバランスの観点から効果的との報告がなされ

た。 

15

                                            
14 再生可能エネルギーの大量導入を受け入れる次世代送配電ネットワークの構築のため、系統安定化に係

る技術的課題の整理や系統安定化対策コストの試算を実施。座長は横山明彦東京大学大学院新領域創成

科学研究科教授。 

に、検討スケジュール（次頁）に基づき、一般電気

事業者又は国からの提起を受け一定規模未満の再生可能エネルギー電源（例えば住宅用太

陽光発電等）の出力抑制（必要性、時期、期間など）について買取制度小委員会等の場にお

いて検討を開始することが適当である。 

15 全国ベースでの導入量が１，０００万ｋＷを目安とするが、太陽光発電等の導入量が偏在する場合や

各社の需給状況によっては、全国ベースの導入量が１，０００万ｋＷを下回る可能性もあり得る。 
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一方、一定規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制を行うか否かについては、将

来的に、料金等の活用による需要のシフト・創出、その時点における最新の蓄電池コスト、エ

リアにおける最適な系統安定化対策、その他の系統安定化対策に係る技術開発の状況等を

総合的に勘案し、国民負担を最小化しつつ出力抑制が最も合理的な場合に行うことが適当で

ある。出力抑制の検討を開始するに当たっては、（一般電気事業者等により提起された）一定

規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制の必要性について技術的見地からＥＳＣＪよ

り意見を聴取することが適当である。 
 
＜一定規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制に係る将来的な検討について＞ 

 

 
 

＜出力抑制を行う場合の検討スケジュール＞ 

 
 

 
 
 

大方針 電気事業分科会報告を踏まえ国が決定

共通ルール

各社ルール

ＥＳＣＪ
（系統アクセスや系統運用等に関するルール

（ＥＳＣＪルール）の策定）

託送約款等

＜電力自由化対応＞ ＜再生可能エネルギー導入拡大＞

買取制度小委員会等で検討し国が決定

ＥＳＣＪ
（出力抑制の必要性について技術的見地より意見）

約款等

意見
聴取

出力抑制等に係る
時期・期間等

140万kW 2,800万kW 5,300万kW1,000万kW

太陽光発電の
導入量

カレンダー情報固定 カレンダー情報書換え（前日運用） きめ細やかな制御

出力抑制の必要

性の検討・結論※１ 周知・理解活動

出力抑制ルールの検討・作成
（ガイドライン等策定）

カレンダー機能付きＰＣＳ等の開発 カレンダー機能付き
ＰＣＳ等の販売・設置

１年前程度 出力抑制開始

リアルタイム制御

３年前程度

公表

ルール等
周知活動

苦情・紛争への対応

（基礎検討） （実機投入に向けた検討） 認証実施等

標準化 認証ルール整備

※１買取制度小委員会等の場において検討

出力抑制を行う場合の検討スケジュール

出力抑制不要
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（ｂ）出力抑制の周知と出力抑制機能の有無による公平性担保 
住宅用太陽光発電等の出力抑制については、国の制度として決定・実施するものであるこ

とから、国は出力抑制の時期等が決定した段階から制度実施までの間に、出力抑制の実施

内容について十分な周知を行うことが必要である。 
また、将来、出力抑制機能を有した住宅用太陽光発電等のＰＣＳの設置が進められることにな

った場合には、出力抑制機能が具備されていない既製品については、ＰＣＳの寿命が１０～１

５年であることから、ＰＣＳのリプレースに応じて出力抑制機能を具備するものに更新すること

が原則であるが、出力抑制を含めた系統安定化対策については、住宅用太陽光発電等の導

入ペースを踏まえ検討を開始することになっており、その際に同時に検討を行うことが適当で

ある。 
 

⑦大口自家発電設備の取扱い 
多くの自家発電設備は、生産プロセスで不可避的に発生する副生エネルギーや排熱など

が利用され、また電気のみならず蒸気も併給されている（生産プロセスと不可分）。再生可能

エネルギー電源の余剰電力対策として、自家発電設備の自家消費分まで抑制を行うことは、

副生エネルギーの放散や熱電供給のアンバランスによる生産抑制につながると考えられる

（ただし、熱電併給を行っていない化石燃料焚きの自家発設備の場合には、余剰電力対策と

しての出力抑制も可能）。 
大口自家発電設備の自家消費分については、ＥＳＣＪの系統運用ルールの対象外のままと

し、今回の優先規定の導入に伴う系統運用ルールの変更によっても、自家消費分については

運用を制限しないことが適当である 16

 

。したがって、副生エネルギーや排熱の利用等は影響を

受けないことから、これについて出力抑制の例外を作る必要はない。 

（３）苦情・紛争処理のあり方等について 
 
今後、買取制度の導入によって、再生可能エネルギー電源が新たに数多く系統へ接続される

ことになるため、これらの発電者と一般電気事業者等との間で相当な苦情や紛争処理事案が発

生してくる可能性がある。これらの苦情や紛争処理事案を適切に処理するため、ＥＳＣＪと国との

役割分担やＥＳＣＪの紛争処理機能の強化等について検討を行った。 
 

①ＥＳＣＪと国との役割分担について 
買取制度や再生可能エネルギー電源の接続・出力抑制に係る苦情処理については、国が

定めた制度やその適用に関する苦情と、民間対民間（系統運用者と電気工作物を有する者と

の間など）の個別事案に関する苦情・紛争事案が想定される。国が定めた制度等に関する苦

情処理については、現行の余剰電力買取制度と同様に、引き続き、国が行っていくことが適当

である。 
一方、ＥＳＣＪは、国の大方針に基づき具体的なルールを自ら策定し、当該ルールに依拠し

て苦情の処理を行っているところであり、基本的には今後もこのような役割を期待される。 
                                            
16 一定規模以上の再生可能エネルギー電源の自家消費分が出力抑制の対象となるか否かについては、当

該電源が買取制度の対象となるかにより依存。 
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＜再生可能エネルギー電源の接続・給電に関する苦情について＞ 

 
※WG２において整理を行ったところ 

②相談窓口・紛争処理機能の強化 
再生可能エネルギー電源が新たに数多く系統へ接続されることに伴う事業者間 17の苦情や

紛争処理事案については、個別事案ごとに専門的・技術的見地からより適切に解決されるこ

とが求められる。したがって、送配電等業務支援機関の業務対象として一定規模以上の電源

で発電する者を追加するとともに、送配電等業務支援機関であるＥＳＣＪの相談窓口機能や紛

争処理機能を活用するため、必要な措置を制度的に担保することが必要である 18

ＥＳＣＪでは、その相談窓口機能や紛争処理機能に対する社会的な認知不足を改善するた

め、広報活動が検討されている。平成２２年度は、日本風力発電協会と協議して、風力発電事

業者に対して、ＥＳＣＪルールを講習するとともに、相談窓口機能や紛争処理機能の概要に関

する紹介が行われた

。 

19

また、ＥＳＣＪでは、現状の体制をベースに、将来的な苦情・紛争処理の増大に備えて、欧州

の系統接続・系統運用に関する苦情・紛争処理機関の機能も参考に、相談窓口業務や紛争

処理業務のあり方についても検討していくことが重要である。なお、紛争の解決が公平・中立

に行われるようルール策定者と紛争の解決を行う者とを分けて各々のガバナンスを確保する

ことが重要であると考えられる。 

。今後も、ＥＳＣＪにおいては、社会に対するその役割を見極めつつ、

広報対象や施策を検討し、認知度・理解度の向上に努めていくことが重要である。 

 
③系統連系可能容量の確認 
一般電気事業者は、平成１６年７月の新エネルギー部会・風力発電系統連系対策小委員会

の報告に基づき風力発電の連系可能容量を算出し、公表することに加えて、実績データ等の

分析により連系可能容量の拡大を行ってきたところである。今後は、一般電気事業者が設定

                                            
17 一定規模以上の再生可能エネルギー事業者と一般電気事業者等。 
18 一方、国が定めた制度やルール（例えば、「電気設備の技術基準の解釈」や「電力品質に係る系統連系技

術要件ガイドライン」）等に関する苦情処理については、規模を問わず国において行っていくことが適当であ

る。 
19 ＥＳＣＪによるルール等に関する紹介を踏まえ、参加した風力発電事業者からは「今後、必要に応じて利用

する」旨の見解あり。 
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している風力発電の連系可能容量に係る技術的根拠等について専門的な中立機関において

説明責任を果たし、より透明性を高めていくことが重要である。 
したがって、専門的な中立機関であるＥＳＣＪに風力発電の学識経験者や風力発電事業者

なども含めた専門のＷＧを新たに設置し、一般電気事業者が説明する風力発電の連系可能

容量の制約要因及び設定根拠について合理性を確認し、ＷＧ参加者の理解及び納得性を深

めていくことが適当である。また、ＷＧで確認した内容については、報告書としてとりまとめ、Ｅ

ＳＣＪのホームページ等を通じて公表するとともに、ＥＳＣＪが説明会を開催する等、広く社会に

周知していくことが重要である。 
ＷＧの終了後も、風力発電の連系可能容量の再評価等に向け、実績データ等に基づき定

期的（年１回など）にフォローアップを行っていくことが適当である。フォローアップでは、一般電

気事業者は連系可能容量算定に用いたデータについて継続的に収集・分析し、その結果を、

ＥＳＣＪで確認、公表することが重要である。あわせて、一般電気事業者においては、実績の

分析や実証等を通じた連系可能容量の拡大可能性を検討することが必要である。 
なお、現時点では、欧州で同様の取組はなされておらず（現在、ＥＮＴＳＯ－Ｅで議論中）、我

が国の検討の方が先行している状況にある。 
 

（４）地域間連系線 
 
再生可能エネルギー電源の導入拡大において、落雷等により地域間連系線の運用容量が低

下等し、混雑処理が発生した場合の抑制順位について、検討を行った。 
 
①地域間連系線の混雑処理 
現行のＥＳＣＪルールでは、地域間連系線利用の原則である「先着優先」20を基本としつつ、

電気事業分科会で送電容量の優先的確保を認められた長期固定電源等 21や前日スポット市

場に配慮して、系統事故等により地域間連系線で混雑が発生した場合の混雑処理は、1）新
規利用潮流、2）既存契約等 22

再生可能エネルギー電源の優先給電の考え方に基づき、地域間連系線の混雑処理におい

ても再生可能エネルギー電源について優先的に取扱うことが適当であり、自然変動電源の抑

制を極力回避するため、抑制順位をできるだけ後尾に位置づけることが適当である。一方、自

然変動電源より抑制順位が前の利用潮流は、混雑処理の影響を受けやすくなるため、電力の

安定供給確保のために受給する全国融通は自然変動電源より優先することが適当である。ま

た、前日スポット市場は、ゲートクローズ（前日１２時）前の最後の供給力調達の場であるため、

約定した取引に影響を与えないよう前日スポット取引約定も優先することが適当である。以上

から、自然変動電源の抑制順位は、既存契約等の次に位置することが適当である。 

、3）前日スポット取引約定、4）全国融通、5）長期固定電源の

順に抑制することを規定している。 

                                            
20 「先着優先」とは、登録時刻が先であるものを連系線等の利用順位の上位とすることをいう。 
21 電気事業分科会報告（平成１６年５月２１日）において、長期固定電源のほかに、政策・制度的電源、連系

線等同時建設電源、その他既存契約も送電容量の優先的確保を認める制度を措置することが必要とされた。 
22 「既存契約等」とは、政策・制度的電源、連系線等同時建設電源、その他既存契約（平成１６年１１月以前

に締結された契約）をいう。 
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＜混雑処理時の抑制順位＞ 

 

 
（５）ＥＳＣＪルール等への反映 

 
本ＷＧにおいて、ＥＳＣＪから、優先給電や地域間連系線の混雑処理等のルールの見直しや

風力発電の連系可能容量の透明性の確保、苦情・紛争処理についての検討状況の報告がなさ

れたが、概ね上記の方針に沿った内容となっていると評価できる。今後、ＥＳＣＪにおいてルール

への反映や自然変動電源に係る事業者への対応を着実に進めることが適当である。 
 
  

Ａエリア Ｂエリア空容量

①新規利用潮流※１

②既存契約等

③前日スポット取引約定

④全国融通

⑤長期固定電源

先

抑
制
順
位

後

（自然変動電源※２）

見直し

Ａエリア Ｂエリア空容量

①新規利用潮流※１

②既存契約等

④前日スポット取引約定

⑤全国融通

⑥長期固定電源

※１：H16/12以降の契約分

※２：蓄電池や他の電源と組み合わせる等の方法により、蓋然性の高い計画に基づき出力調整できる必要がある。

※３：混雑処理において優先的な取扱いを受けるためには、ＥＳＣＪの認定を受ける必要がある。

③自然変動電源※２

安定供給維持や
市場取引へ影響

安定供給等に支
障のない範囲で、
最後尾に位置づ
け。

然
自

動

変

電
源

認
定※

３

認
定※

３

先

抑
制
順
位

後

安定供給等へ支障を及ぼさない範囲で、自然変動電源の混雑処理を最後尾に位置づける。
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第２章．双方向通信の導入について 
 
１．我が国における送配電ネットワークの現状及び検討概要 
 
（１）我が国における送配電ネットワークの現状 
 
我が国の送配電システムにおいては、光ファイバ等の電力用通信を用いて原子力・火力等の

大規模電源や変電所等を監視・制御するシステムが整備されている。配電系統においては、配

電用開閉器の遠隔操作等のため、電力用通信が整備されている。また、一部の大口需要家等

を対象とした遠隔検針には、電力会社で保有する光ファイバやメタル線等に加えて、一般電話回

線や携帯電話等の通信事業者のサービスも活用されている。 
 

＜現状の送配電システム（イメージ）＞ 

 
 
今後、原子力や再生可能エネルギーの導入が拡大する中、電力の安定供給を維持しつつ、

社会的コストが最小となるような需給管理を目的に、原則全ての電源や需要家と双方向通信が

可能な世界最先端の次世代型送配電ネットワークの構築が目指されているところである。本ＷＧ

においては、次世代型送配電ネットワークの構築を目指す上での課題等について検討を行った。

なお、検討にあたっては、世界最先端のネットワークを目指すため、欧米における双方向通信の

導入に向けた検討状況について現地調査を実施した。 
 

＜エネルギー基本計画（平成２２年６月１８日閣議決定（抜粋）＞ 
４．電力・ガスの供給システムの強化  
（１）目指すべき姿 

再生可能エネルギーや原子力の利用が中長期的に大幅に拡大する中で、電力の安定供

給を維持しつつ、社会的コストが最小となるような需給管理を可能とする必要がある。このた

め、2020 年代の可能な限り早い時期に、原則全ての電源や需要家と双方向通信が可能な

世界最先端の次世代型送配電ネットワークの構築を目指す。  
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（２）具体的な取組 

①世界最先端の次世代型送配電ネットワークの構築 
電力系統における双方向通信の導入に向けた課題整理等を行い、再生可能エネルギー

の大量導入に対応した強靱な電力供給システムを構築する。 
その際、情報セキュリティ確保や通信プロトコル標準化等の双方向通信の導入に向けた

技術的課題を解決する。さらに、双方向通信の実現可能性を検討した上で、通信制御にも

対応したパワーコンディショナー（ＰＣＳ）の開発、実証等を実施する。 
スマートメーターに必要な機能の標準化、個人情報も含むセキュリティ確保を前提とした

需要サイドのエネルギー需給情報の活用を促進する。 
 
 
２．海外の電力系統における双方向通信等の検討状況について 

 
本ＷＧでは、欧米における双方向通信等の検討状況について訪問調査を実施した（期間：２０

１０年９月１３日から９月２４日、訪問先：欧州（英国、ドイツ、フランス、スペイン、欧州委員会）、

米国の規制当局及び電気事業者）。訪問調査によると、各国とも自動検針や遠隔開閉といった

機能を有するスマートメーターを実現可能とする双方向通信の導入の取組は進んでいる一方で、

系統からの需要家機器制御、系統安定化を目的としたより高度な双方向通信の導入は、まだ実

証実験や構想の段階にある。実証実験を行っている国や州においても、今後、その結果を踏ま

えた上で検討を行うとしている。また、導入されている双方向通信は、欧州は低速ＰＬＣ、米国は

無線メッシュ方式が主流である。 
なお、米国においてはセキュリティの確保、標準化、社会的受容性の確保が双方向通信の導

入に向けた課題となっている。 
 
（１）米国における双方向通信の検討状況について 

 
米国内では、地域によってスマートメーター、スマートグリッドに対する考え方には差異があ

る。カリフォルニア地域では、まずスマートメーターを導入し、スマートメーターを家庭需要機器

制御の入口としたいとの動きがみられるが、これと比較するとニューヨーク地域ではスマートメ

ーターの導入そのものに慎重である傾向が見られた。 
規制機関、事業者ともに、第三者への電力使用量等の顧客情報提供の規制等のあり方に

ついて重要と認識している。重要インフラ保護の観点からサイバーセキュリティにも関心が高

い。 
今後、実証をさらに進めていくためには、特に、スマートメーターと家庭内ネットワークの情

報交換、第三者への情報提供の仕様の標準化、需要家機器制御の実施の仕方の標準化が

必要としている。 
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 ①ＰＧ＆Ｅ（カリフォルニア州の電気事業者） 
スマートメーターの設置数の拡大を最大の懸案（電気・ガスあわせて１，０００万台超のメ

ーターのうち現在６００万台導入）として取り組んでいる。メーター・家庭内ネットワークを介し

た需要家機器制御については、現在 20 需要家を対象とした技術的な実証実験を実施して

おり、２０１２年から１万需要家に拡大し、価格情報提供による需要家側での需要制御の実

証を行うこととしている。実証期間は２０１３年まで実施予定である。 
 
②ＣＡＩＳＯ（カリフォルニア独立系統運用者） 
現在、電力会社と協力して民間大口需要家１社とのリアルタイム（４秒遅れ）での需要家

機器制御の実証実験を実施しており、電力使用情報を収集してエネルギーマネージメントシ

ステムを介して空調、給湯器等の制御の実証を行っている。 
 

 ③ＣＰＵＣ（カリフォルニア州公益事業委員会） 
将来的にはスマートメーターを入り口として家庭内機器の需要機器制御を行うことを想定

しているが、現在はスマートメーターと需要家機器との間の通信プロトコルに係る標準が確

立していないためスマートメーターが直接家庭内ネットワークと通信することは行われてな

い。現在の無線メッシュ方式は１日数回程度通信しているが、連邦の目標では２０１１年ま

でに Near Real Time ベース（５分遅れ程度を想定）でメーター情報が提供出来るようにす

ることとなっているものの、現在、標準等の詳細は決まっていない。 
今後、スマートメーターのネットワークから侵入し不正に情報を送信して変圧器等をダウ

ンさせる被害を与えるような脅威の可能性もあることから、ＦＥＲＣ（連邦エネルギー規制委

員会）と定期的に会議を持ち対策を検討している。 
 

 ④ConEdison（ニューヨーク州の電気事業者） 
1500 需要家を対象としたスマートメーターの実証を実施中。このうち 300 需要家を対象

にインターネット経由 23

 

で価格情報提供による家庭内ネットワークによる省エネ実験を実施

中。今後３年間実施し、今後の展開を決定。ニューヨークでは世帯当たりの電力消費量が

少ないこと等もあり、スマートメーターについてメリットが出せるかは、まだ結論が出ていな

い。 

（２）欧州における双方向通信の検討状況について 
 
欧州における双方向通信の検討もスマートメーター導入に係るものが中心で、系統運用へ

の活用については実証実験段階である。 
英国 ・スマートメーターの導入を推進。技術的な仕様を２０１０年１２月までに終了。 

・需要家機器の制御については現在検討中。 
・双方向通信を系統運用に利用するという計画は現時点で有しておらず、検討課

題。（エネルギー・気候変動省） 
                                            
23 スマートメーターには電力向と需要家向の 2つの通信機能が考えられているが、スマートメーターが直接家

庭内ネットワークと通信することがセキュリティ上の懸念があり、現状ではインターネット経由としている。 
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フランス ・今後スマートメーターの導入を推進する予定。（CRE（エネルギー規制委員会）） 
・現在、3500 万台を導入する「Linky Program」を実施中。（eRDF（配電事業者）） 

ドイツ 
 

・連邦経済省、連邦環境省では、E-Energy（スマートグリッドプロジェクト）のモデル

地域として６地域を選定し様々な実証実験を実施。 
 
（３）欧米における双方向通信による需要家機器制御について 

 
現在、米国等で実証が行われているプログラムでは、ピーク負荷抑制のための需要機器制

御が主たる目的となっている。家庭用機器を含む需要家機器制御については、すでに一般向

けに実施されているものもあるが、シグナルを一方的に送る方式で、双方向通信を使った取り

組みは実証段階にある。 
また、再生可能エネルギーの導入拡大による系統安定化対策は、近い将来必要となるとの

認識はあるが、その対策として双方向通信を活用して需要家機器の制御を行うと位置づけて

取り組んでいる動きはまだ多くみられない。 
 

①PG&E 
発電所の新設を避けるために、デマンドレスポンスプログラムを 1979 年以来実施している。

当初は緊急時に需要を抑制するものであったが、2001 年からは、価格シグナルを顧客に送

信し抑制するかを判断してもらうプログラムを実施している。これらは大口産業需要家を対象

として実施していたが、個別世帯向けのデマンドレスポンスプログラムとしては、希望家庭に対

し需給逼迫時に無線シグナル（単方向）を送りエアコン等の直接制御を行うプログラムを 2006
年から実施している。  

 
②その他米国の系統運用者等 

CAISO では再生可能エネルギー導入対策として、電力会社の保有する蓄電池をリアルタ

イム双方向通信により給電制御するための実証実験を、現在合計４MW の NAS 電池をテス

トベッドして行うといった取組を進めている。 
一方、電力会社は太陽光発電の逆潮流を受け入れる責任があるが、まだ導入規模が小さ

いため問題は起こっていない（NYISO）との意見や、電気自動車導入による充電需要の拡大

の送配電系統に影響があると考えており、影響を懸念している（CPUC）との意見もみられた。 
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３．双方向通信の導入に向けて 

今後の双方向通信の機能としては、スマートメーターの導入と再生可能エネルギー電源の導

入拡大に伴う系統安定化対策への対応が想定される。以下では、当面（今後１０年程度）で目指

すべき双方向通信とそれ以降の高度な双方向通信により実現する可能性のある機能について

整理を行った。 

（１）当面（今後１０年程度）双方向通信により目指す機能 
 
①スマートメーターの機能 
 スマートメーター制度検討会においては、我が国でスマートメーターに求められる機能として、

遠隔検針（インターバル検針）、遠隔開閉、電力等使用情報の提供といった機能を有する狭義

のスマートメーターを目指すこととされた。 
 
＜スマートメーターが満たすべき要件＞ 

出典：スマートメーター制度検討会・報告書 
②双方向通信により目指す機能 
当面（今後１０年程度）は、遠隔検針、遠隔開閉、電力等使用情報の提供といった機能を有

する狭義のメーターの導入を目指すこととされたことを踏まえ、当面は、狭義のスマートメータ

ーの導入を可能とするための双方向通信を目指し、通信インフラ等の整備や情報セキュリティ

の確保、標準化等について検討することが適当である。なお、スマートメーターの通信ネットワ

ークを活用した系統安定化対策は当面必要ない。 
住宅用太陽光発電等の出力抑制については、上記の双方向通信が導入されていない段階

では予め出力抑制日等のカレンダー情報を搭載したＰＣＳによる対応となる。上記の双方向通

信が導入された後の段階においては、双方向通信を活用したＰＣＳのカレンダー情報の書換

えについても、機器の開発や実証試験 24

 
等を踏まえ検討を行っていくことが適当である。 

 
 
 
 
 
 
 
                                            
24  次世代型双方向通信出力制御実証事業：通信による出力抑制や各種通信手段による検証（有線・無線）

等について実証を行う 

「機能」･･･遠隔検針（インターバル検針）、遠隔開閉 
「情報」･･･取り扱う情報は電力使用量、逆潮流値、時刻情報の３つとし、電力使用量の粒

度は 30 分値 
「情報の提供先」･･･需要家及び電力会社等双方への電力等使用情報の提供 
「情報提供のタイミング」･･･現時点においては原則翌日まで 
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＜双方向通信により目指す機能と送受される情報＞ 

 
※１ 電力使用量，逆潮流値，時刻情報（電力使用量の粒度は３０分値） 
※２ 電力会社の通信ネットワークを介して需要家及び第三者に提供される他、インターネットや HEMS 等

を介した提供もありうる。 
※３ 需要パターンや太陽光発電パターンを踏まえ、より効率的なエネルギー利用に資する料金制度や、今

後の送配電システムの検討を行うことが可能。なお、このような料金情報の見える化（例：需給パターンの
予測によって変動し、前日までに通知）は、必ずしもリアルタイム性を要しない。 

注：上記機能であればリアルタイム性が無くとも実現可能。 
 

（２）高度な双方向通信により実現する可能性のある機能 
 
遠隔検針や遠隔開閉、電力等使用情報の提供といった機能を有する狭義のメーターや、Ｐ

ＣＳのカレンダー情報の書き換えを実現可能とする双方向通信が導入された以降に、高度な

双方向通信により実現する可能性のある機能としては、需要家機器（太陽光発電等や消費機

器（ＥＶ・ヒートポンプ、エアコン等））のリアルタイムでの制御等を可能とする双方向通信があ

げられる。  
需要家機器の制御に向けては、機器制御に対する社会的受容性を含めたニーズや技術的

な実現可能性、コスト等を踏まえ、将来における様々なツール（通信インフラ等）の中から最適

な方法を検討することが重要である。  

 
 ＜高度な双方向通信により実現する可能性のある機能（イメージ）＞ 

 
※１ 電力会社による直接制御ではなく、電力会社から提供される料金情報等を踏まえ、需要家が HEMS

等を通して自ら制御する方法が現実的。 
注 需給バランスに刻一刻と対応して料金が変動する仕組み（「リアルタイムプライシング」）は供給システム

（小売・卸売市場）と不可分であり、技術的な実現可能性（極めて高度な通信システムが必要）及び需要
家のニーズも今後吟味する必要がある。 
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第３章．今後の検討課題について 
 
次世代送配電システムの整備に向けた課題について、太陽光発電等の導入状況なども踏ま

えながら、遅くとも１０年程度での対応が望まれるものと１０年程度を越えた検討が望まれるもの

に分けて整理を行った。なお、系統安定化対策や実証事業の取組状況について定期的にフォロ

ーアップを行っていくことが重要であり、フォローアップを行う検討体制の整備も課題である。 
 
１．遅くとも１０年程度での対応が望まれるもの 
 
再生可能エネルギー電源の優先規定の導入やそれに伴う苦情・紛争処理機能の強化、双方

向通信の導入に向けた課題等については、速やかに検討に着手し、技術開発の進捗状況等を

踏まえつつ、スピード感を持って取り組んでいくことが必要である。 
 

（１）再生可能エネルギー電源の優先規定の導入と苦情・紛争処理機能の強化 
今回整理した内容及び検討結果を踏まえ、再生可能エネルギー電源の優先規定の導入と苦

情・紛争処理機能の強化について、国が大方針として決定するとともに、広く周知を行うことが必

要である。また、ＥＳＣＪにおいては、国の大方針に基づきルールの策定等を実施することが必要

である。更に、ＰＣＳの技術開発や標準化等、具体的な取り組みが進められていくことが必要で

ある。 
 
①再生可能エネルギー電源に係る優先規定の整備 

以下の課題については、引き続き、電気事業分科会制度環境小委員会等において具体

的な検討を行い、早急に結論を得ることが必要である。 
 
ａ）出力抑制の対象となる再生可能エネルギー電源の一定規模に関する具体的水準 

再生可能エネルギー電源の優先規定の導入に当たり、まずルールの適用範囲を明確

化するため、当面出力抑制の対象とする再生可能エネルギー電源の一定規模に関する

具体的な水準について、系統運用への影響や実効性等を総合的に考慮して検討していく

必要がある。 
 

ｂ）再生可能エネルギー電源に係る出力抑制の上限値について 
ＷＧ２で整理された再生可能エネルギー電源の出力抑制の受忍限度となる上限値に

ついては、電力需給上の特異日（ＧＷ・年末年始や端境期の週末）が１４日～３０日として、

４～８％の間で設定するのが一案であるが、発電事業の予測可能性に与える影響や、系

統安定化対策全般の考え方を踏まえつつ設定することが必要である。 
 
②一定規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制に備えた検討 

一定規模未満の再生可能エネルギー電源の出力抑制に備え、カレンダー機能付きＰＣ

Ｓの開発や出力抑制方法の検討を行っていくことが必要である。 
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ａ）カレンダー機能付きＰＣＳの開発 
一定規模未満の再生可能エネルギー電源（住宅用太陽光発電等）の出力抑制につい

ては、当面はＰＣＳへのカレンダー機能の具備が現実的である。将来、買取制度小委員

会等において出力抑制が必要と整理された場合に備え、あらかじめカレンダー機能を具

備した住宅用太陽光発電等のＰＣＳの開発を早期に行うことが必要である。ただし、社会

全体のコストを低減しつつ、出力抑制量を可能な限り減らすことが重要であるため、将来

的には通信を活用して出力抑制（カレンダー情報の書き換え）を行うＰＣＳの開発が必要

である。 
 
ｂ）出力抑制方法の検討 
将来、買取制度小委員会等において住宅用太陽光発電等の出力抑制が必要とされる

場合には、住宅用太陽光発電等のＰＣＳへのカレンダー機能について、出力抑制の開始

時期に加え、出力抑制日の設定（例えば、特異日（ＧＷ・年末年始）や端境期の週末（土

曜又は日曜））や出力抑制量（全量抑制、半量抑制、逆潮流抑制等）について検討するこ

とが必要である。その際、住宅用太陽光発電等の出力抑制を担保できるような制度設計

とするとともに、系統連系技術要件ガイドライン等での要件化やＰＣＳの認証ルールの整

備等も必要となる。 
あわせて、国の制度として実施するものであることから、出力抑制の時期等が決定した

段階から制度実施までの間に、十分な周知・理解活動を行い、また太陽光発電設置者へ

の理解活動の促進や公平性の確保についても検討することが必要である 
 
③再生可能エネルギー電源の大量導入に向けた標準化等 

再生可能エネルギーの大量導入に当たり、ＰＣＳへのＦＲＴ機能の要件化や単独運転

防止機能（新機能）付きのＰＣＳ等の認証ルールの整備を行っていくことが必要である。な

お、これらの標準化に当たっては、国際標準化も視野に入れながら検討を行っていくこと

が重要である。 
 
ａ）ＰＣＳへのＦＲＴ機能等の要件化 
再生可能エネルギー電源の大量導入に向け、ＦＲＴ機能の具備の要件化と、当該機器

の認証ルールの整備が必要である。現在、ＦＲＴ機能の具備の要件化については、日本

電気技術規格委員会（ＪＥＳＣ）にて審議が行われており、できるだけ早期の認証ルール

の整備が期待される。 
 
ｂ）単独運転防止機能（新方式）付きＰＣＳ等の認証ルールの整備 

太陽光発電等のＰＣＳへのＦＲＴ機能や新方式の単独運転防止機能 25

 

が搭載された

発電設備が確実に連系されるためには、厳格な機器の認証ルールの整備や電力品質確

保に係る系統連系技術要件ガイドラインの改定等を早期に行うことが必要である。 

                                            
25  従来型の単独運転防止機能では、電力系統に太陽光発電が大量に連系すると、検出装置が系統の単

独運転状態を検出できない場合がある。 
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（２）当面目指す双方向通信の実現に向けた課題 
 
当面（今後１０年程度）は、遠隔検針、遠隔開閉、電力等使用情報の提供といった機能を

有する狭義のメーターの導入が可能となる双方向通信の導入に向け、実証試験等を踏まえ

つつ、以下の課題について検討していく必要がある。 
 

①ラストワンマイル等を含めた通信インフラの整備 
電力系統と末端の需要家との通信インフラ（ラストワンマイル）については、スマートメータ

ーの導入に合わせた早急な整備が必要不可欠であるが、既存の電力系統等における通信

インフラの有効活用や通信事業者の設備の活用など社会的コストの最小化を図ることが必

要である。 
双方向通信には、いくつかの接続形態が考えられるため、通信方式の選択に当たっては、

通信事業者のネットワークも含めた既存インフラの有無や需要密度等の設置環境に応じて、

各一般電気事業者は経済性や拡張性、信頼性等を考慮して最適なものを選択していくこと

が重要である。また、今後の通信技術の進展も期待されるため、現時点で通信方式を絞る

のではなく、実証試験による確認等、今後の技術動向に応じて柔軟に対応することが必要

である。 
 

＜通信ネットワークの構築イメージ＞ 

 
出典：第５回次世代送配電システム制度検討会ＷＧ１ ＮＴＴ資料 

 
②情報セキュリティの確保 
双方向通信により需要家の電力等使用情報や遠隔開閉用の制御信号が通信ネットワー

クに流通するため、個人情報の漏えいやサイバーテロ等、情報セキュリティの脅威の増大

が想定される。 
また、電力ネットワークは電力の安定的供給を担う重要インフラであることや、個人情報
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の保護、情報セキュリティの確保のため、不正アクセス、情報漏えい等について、システム

面、保守運用面等で十分な対策を講じていくことが必要である。 
 

＜通信ネットワークが考慮すべきセキュリティ対策の例＞ 

  
 
③通信プロトコル等の標準化 
電力等使用情報の需要家への送信や、ＰＣＳのカレンダー情報の書き換え 26に向け通信

プロトコルやデータフォーマット、通信機器のインターフェース等の標準化が必要である。需

要情報等の活用などで一般電気事業者以外にも参入の可能性のある分野（ＨＥＭＳ27

また、通信技術は日進月歩で進んでおり、将来のより安価なシステムの採用や地域に合

った方式を選択するためには通信プロトコル等の標準化が必要である。 

等）

の標準化を行う際には、関係者が広く参画できる体制を確保し、可能な限り国際標準化を

目指すとともに、標準化によるセキュリティの脆弱性にも十分に考慮することが必要である。 

なお、ビジネス面においても標準化は非常に重要であり、関係機関が連携して推進する

ことが重要である。 
 

④社会的受容性の確保 
電力系統への双方向通信の導入は、電気事業者による需給調整のみならず、ＨＥＭＳ等

により需要家自らが消費機器を制御することも可能であることから、需要家の社会的受容

性の確保に向け、費用対効果も含めた周知等が必要である。 
 
 
 
 
                                            
26  次世代型双方向通信出力制御実証事業において、通信手段による出力抑制機能付き PCS の開発、実

証を行う予定。 
27 Home Energy Management System 
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（３）系統安定化対策の着実な実施とフォローアップ（実証事業等のフォローアップ等） 
 
再生可能エネルギー電源の導入拡大に伴う系統安定化に係る課題解決を図るため、太陽

光発電出力データ収集実証事業、離島マイクログリッド実証事業、電力系統シミュレーター事

業、次世代スマート送配電実証事業等の電力系統の安定化に係る実証事業等については、

先進的な事業であることを踏まえ、スピード感をもって着実に取り組んでいくことが必要である。

また、スマートメーター大規模導入実証事業等についても着実に実施していくことが必要であ

る。 
 

＜次世代送配電システムの構築に向けた実証事業の概要 27

①太陽光発電出力データ収集実証事業

と進捗状況＞ 
28

太陽光発電の大量導入に備え、全国３００箇所程度で日射量や太陽光発電出力の変動

及び平滑化効果等について、実測データに基づく分析・評価を行う事業。 

（2009 年度より実施） 

事業者である電力会社において、太陽光発電設備、日射量計等の計測機器の設置工

事を平成２２年１１月に完了。本実証試験では、時刻同期を取りながら全国各地で計測し

たデータにより、雲等の影響による太陽光発電出力の変動等を解析。また、平成２３年度

もデータの収集・解析を行っていく予定。 
 
②離島マイクログリッド実証事業 29

独立した電力系統の離島において、太陽光発電設備等を大量に導入した場合に発生す

る影響を把握し、系統安定化対策を検討するため、系統規模の異なる離島へ太陽光発電

設備や蓄電池等を設置し、周波数対策等の実証試験を行う事業。 

（2009 年度より実施） 

 本土系統から独立した 10 離島（九州６島、沖縄４島）において、太陽光発電設備及び蓄

電池設備等の設置工事を平成 22 年 10 月までに完了。本実証試験で実施する出力変動

補償、出力平準化、太陽光発電出力の時間帯シフトの制御機能に関して予定する動作を

確認。今後 3 年間、出力を段階的に拡大し、太陽光発電と蓄電池等の協調制御による系

統安定化対策に関する実証を行っていく予定。 
 
③電力系統シミュレーター事業 30

太陽光発電の大量導入時における系統事故時の電力系統への影響を実験的に把握

し、同期安定性や周波数安定性等の影響評価を行い、対策技術の開発につなげる実証事

業。 

（2009 年度より実施） 

 （財）電力中央研究所において、太陽光発電が大量導入された場合の電力系統やＰＣＳ

等の電気機器への影響について、実際にモデル機器（太陽光パネル、ＰＣＳ等）を平成２２

年１２月に模擬系統に接続。接続機器の台数、負荷条件等の設定を変えて実証データの

                                            
27  上記実証事業に係る事業費は、2009 年度は約 114 億円（うち、国費（補正予算を含む）は 75 億円）、

2010 年度は約 19 億円（うち国費は約 12 億円）。 
28  分散型新エネルギー大量導入促進系統安定対策事業 
29  離島独立型系統新エネルギー導入実証事業 
30  分散型電源大量導入系統影響評価基盤整備事業 
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収集、解析を行っており、平成２３年度以降も引き続き研究を行っていく予定。 
 
④スマートメーター大規模導入実証実験事業（2009 年度より実施） 

双方向通信機能を有する電子式電力量計（スマートメーター）を設置し、電気使用量の

「見える化」や料金プログラムの組み合わせ等により、省エネ・負荷平準化の効果検証を

行う実証事業。 
 
⑤次世代スマート送配電実証事業 31

太陽光発電の大量導入時の課題（１）周波数調整不足、２）電圧上昇）を軽減するため、

系統側の状況に応じて需要側を最適に制御するためのスマートインターフェースの開発・

検証や新たな配電系統の電圧制御の方式開発と検証を行う実証事業。 

（2010 年度より実施） 

電力会社・大学・メーカー等（２８法人）からなる研究体制を構築し、太陽光発電の大量

導入時の課題に対応した４つのＷＧ（１）配電系統の電圧変動抑制技術の開発、２）次世

代変換器技術を応用した低損失・低コストな機器開発、３）系統状況に応じた需要側機器

の制御技術の開発、４）系統全体での需給計画・制御、通信インフラの検討）を設置し、

2012 年度まで研究開発・実証を進める予定。 
 
これらの実証事業については、適切に事業の成果を公開し、広く関係者で共有する等、フォ

ローアップを確実に行うとともに、電力系統の安定化対策につなげていくことが重要である。ま

た、実証事業のフォローアップにおいては、供給安定性、経済性（費用対効果等）や CO2 削減

効果についても検証を行い、最適な系統安定化対策の検討や系統安定化技術の国際標準化

の検討につなげていくことが必要である。 
  

                                            
31 次世代型送配電系統最適制御技術実証事業 
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２．１０年程度を超えた検討が望まれるもの 
 
（１）高度な双方向通信の導入に向けた検討 
 
   電力系統側からの太陽光発電や電気自動車の蓄電池等、需要家機器の制御等について

は、将来の太陽光発電等の導入量や技術開発状況を踏まえた実現可能性、当事者である需

要家側の受容性、コスト等の動向を踏まえ検討していくことが必要である。 
 
（２）実証事業のフォローアップ等を踏まえた系統安定化対策の検討 

 
①太陽光発電の出力把握・予測技術の開発 

太陽光発電の大量導入時に必要となる周波数調整対策のため、太陽光発電の出力データ

等や気象情報等を活用し、現在は確立されていない太陽光発電の出力把握や出力予測手法

の開発を行っていくことが必要である。 
 

 
 
②系統用蓄電池の更なる効率化・低コスト化に向けた技術開発 

系統用蓄電池については、引き続き、コストの低減や大容量化、長寿命化、充放電ロス率

の低減、リサイクル方式の確立等を図っていくことが必要である。系統用蓄電池として、大容

量化が図られているＮａＳ電池については、余剰電力対策が不要な時期におけるＮａＳ電池の

保温電力量の低減等を図っていくことが必要である。 
 
 

太陽光発電の出力変動の予測
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③蓄電池と火力・水力との協調制御技術の開発 
蓄電池と火力・水力との協調制御技術の開発については、最新の技術動向を踏まえ、余剰

電力対策や太陽光発電の出力変動に対応するための周波数調整対策の対応状況のフォロ

ーを行うことが必要である。 
 

（３）需要家機器の制御等に係る技術開発や実証事業のフォローアップ 
 
①ＥＶやＨＰを活用した需要創出・シフトに向けた技術開発 

ヒートポンプや電気自動車等の蓄エネルギー機器による電力需要の創出・活用に向けた技

術開発をフォローするとともに、系統安定化対策としての効果の検証や実効性のある仕組み

について検討することが必要である。 
 
②スマートメーターに係る実証事業のフォローアップ 

スマートメーター大規模導入実証事業の経過をフォローするとともに、社会的コストが最小

となるような需給マネジメントの構築に資するため、例えばＨＡＮ側インターフェース標準化等

について検討するとともに、費用対効果等を十分考慮しつつ、系統安定化対策への活用につ

いて検討することが必要である。 
 
③需要家側蓄電池に係る技術開発のフォローアップ 

需要家側蓄電池に係る技術開発をフォローするとともに、系統安定化対策への活用につい

て検討することが必要である。 
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おわりに 
 
次世代送配電システム制度検討会第１ワーキンググループでは、再生可能エネルギー電源

の導入円滑化と再生可能エネルギー電源を含めた次世代送配電システムの構築について、現

状と課題の整理、そして今後の対応の方向性について、専門的、技術的見地から検討を行っ

た。 
なお、本報告書における優先規定や双方向通信等に係る検討結果については、本報告書策

定時の知見を結集したものであるが、今後の技術開発の進展や各種実証事業の成果、エネル

ギーをめぐる環境変化や電力需給の状況、再生可能エネルギーの導入状況等を踏まえて、見

直しを行っていくことが必要である。その際、エネルギーの安定供給、環境適合、経済性といった

観点を十分配慮することが重要である。 
再生可能エネルギーの導入円滑化に関しては、欧米における優先規定（優先接続・優先給電）

の実態把握を行い、それを踏まえた上で我が国における優先規定を含めた系統ルールのあり方、

具体的内容、実施体制等についてとりまとめを行った。 
再生可能エネルギー電源の優先接続については、欧州では任意規定と位置づけられており、

我が国においても、安定供給性等の観点を考慮し、ＥＳＣＪにおける苦情・紛争処理等の機能強

化を実施することが適当との結論であった。また、欧州では義務規定となっている再生可能エネ

ルギー電源の優先給電については、ＥＳＣＪにおける検討結果を踏まえ、安定供給等に支障を及

ぼさない範囲で、再生可能エネルギー電源の出力抑制や連系線混雑処理において最後尾に位

置づけることが適当との結論であった。その際、出力抑制の対象については、当面は一定規模

以上に限定し、一定規模未満（住宅用太陽光発電等）については、将来必要とされる時点で一

般電気事業者または国からの提起をうけて買取制度小委員会等で検討し国が決定するとの整

理を行った。 
今後は、本報告書の検討結果の実現に際しては、制度的な担保やＥＳＣＪルールの改正等の

具体的対応が速やかに行われることが期待される。また、実施に当たっては、国が制度として定

めるものであることから、国による十分な周知・理解活動が行われる必要がある。 
 
次に、次世代送配電システムの構築に関しては、エネルギー基本計画を踏まえ、双方向通信

の導入について、欧米における導入状況等の実態把握を行うとともに、我が国が目指すべき双

方向通信についてとりまとめた。 
米国・欧州においては、共に自動検針や遠隔開閉等の機能を有するスマートメーターを実現

可能とする双方向通信導入の取組は進んでいるが、需要家機器制御や系統安定化を目的とし

たより高度な双方向通信はまだ実証実験や構想の段階であった。 
我が国においては、スマートメーター制度検討会の検討を踏まえ、当面（今後１０年程度）は、

遠隔検針、遠隔開閉、電力等使用情報の提供といった機能を有するスマートメーターの導入を

可能とする双方向通信を目指し、通信インフラの整備、情報セキュリティの確保、標準化、社会

的受容性の確保等について検討することとした。また、この双方向通信が導入された後の段階

においては、ＰＣＳのカレンダー情報の書き換えについても、機器の開発や実証試験等を踏まえ

検討を行うことが適当との結論であった。また、それ以降については、今後の太陽光発電等の導

入量や技術開発等の動向を踏まえた上で、高度な双方向通信の構築を目指すことが適当とされ
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た。 
 
最後に、次世代送配電システムの整備に向けた課題について、太陽光発電等の導入状況な

ども踏まえながら、遅くとも１０年程度での対応が望まれるもの（短期的課題）と１０年程度を越え

た検討が望まれるもの（中長期的課題）に分けて整理した。 
今後、これらの課題の解決に向けた具体的検討が、引き続き、スピード感を持って着実に行

われる必要がある。 
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次世代送配電システム制度検討会 第１ワーキンググループ 審議過程 
 
第１回（平成２２年６月８日） 
○送配電システムをめぐる現状と課題 
○太陽光発電等の出力抑制について（１） 

 
第２回（平成２２年７月１日） 
○再生可能エネルギーに係る優先規定について（１） 

 
第３回（平成２２年７月２３日） 
○再生可能エネルギーに係る優先規定について（２） 

 
第４回（平成２２年８月３０日） 
○電力系統における双方向通信の導入に向けた課題（１） 

 
第５回（平成２２年１０月１５日） 
○電力系統における双方向通信の導入に向けた課題 
○スマートメーターの情報の取扱について 
 ※スマートメーター制度検討会との合同会合 

 
第６回（平成２２年１２月１日） 
○再生可能エネルギーに係る優先規定について（３） 

 
第７回（平成２２年１２月２７日） 
○実証事業等の進捗状況等について 
○電力系統における双方向通信の導入に向けた課題（３） 

 
第８回（平成２３年１月２０日） 
○再生可能エネルギーに係る優先規定について（４） 
○報告書骨子（案） 

 
第９回（平成２３年２月２３日） 
○報告書とりまとめ 
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次世代送配電システム制度検討会 第１ワーキンググループ 委員名簿 

 

伊藤 敏憲 ＵＢＳ証券会社 株式調査部 シニアアナリスト 兼 マネージングディレ

クター 

江川 正尚 一般社団法人 電力系統利用協議会 事務局長 

大橋 弘 東京大学大学院 経済学研究科 准教授 

栗原 郁夫 (財)電力中央研究所 システム技術研究 所長 

合田 忠弘 九州大学大学院 システム情報科学研究院 教授 

小西 貴雄 シャープ(株) ソーラーシステム事業本部システム事業 推進センターシ

ステム企画室長 

住吉 浩次 ＫＤＤＩ(株) ソリューション推進本部 ソリューション８部長 

武井 務 (株)エネット 代表取締役社長 

竹中 章二 (社)日本電機工業会 スマートグリッド委員会 委員長 

(株)東芝 電力流通・産業システム社 統括技師長 

辰巳 国昭 (独)産業技術総合研究所ユビキタスエネルギー研究部門 蓄電デバイス

研究グループ長 

中野 和江 ＮＰＯ法人 あすかエネルギーフォーラム理事長・消費生活アドバイザー 

萩原 龍蔵 一般社団法人太陽光発電協会 高密度連系部会 副部会長 

橋本 健 大口自家発電施設者懇話会 理事長 

早坂 礼子 産業経済新聞社 編集局 編集委員 

林 泰弘 早稲田大学 先進理工学部 電気・情報生命工学科 教授 

祓川 清 (株)ユーラスエナジージャパン 代表取締役社長 

廣江 譲 電気事業連合会 事務局長 

藤井 康正 東京大学大学院 工学系研究科原子力国際専攻 教授 

山口 博 東京電力(株) 常務取締役 電力流通本部副本部長 

横山 明彦 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

（◎：座長、委員は５０音順、計２０名） 
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